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アメリカのリトレンチメント論争 

— リベラル・ヘゲモニー戦略と「ブロブ」の功罪 —  

森 聡 

法政大学法学部教授 

トランプが大統領選でアピールしようとしている材料のなかに、

外国に展開している米軍部隊を撤収させるというものがある。ア

メリカが海外に展開している米軍を撤退させるべき、とするリトレ

ンチメント論には、戦争を終わらせて介入先から撤兵すべきとい

う議論もあれば、同盟国に駐留している米軍部隊を引き揚げる

べきとの議論もあり、これまでしばしば一緒くたにされて議論され

てきたきらいがある。また、こうしたリトレンチメント論が出てくると、

その原因が、国際秩序を支えるアメリカの意思の衰微にあるので

はないかとみられて、アメリカが同盟国を防衛するとのコミットメン

トも減じるのではないか、といった懸念が強まる。 

アメリカのグランド・ストラテジーは時代の節目に盛んに論じら

れるが、冷戦終結直後にも、リトレンチメント論——抑制

（ restraint ）あるいはオフショア・バランシング （ offshore 

balancing）と呼ばれることもある——が注目を集めたことがある。

そして昨年頃からリトレンチメント論が再び脚光を浴びるようになり、

今年に入ってからアメリカの外交論壇誌でも議論が活発になっ

ている。新型コロナウイルス感染症が拡大する直前、『フォーリ

ン・アフェアーズ（FA）』誌の 2020年 3・4月号が“Come Home 

America?” と題したアメリカのグランド・ストラテジー論の特集を

組み1、アメリカによるリトレンチメントの是非を争点とした論集は、

ワシントン DC でも注目を集めた。また、コーク兄弟やジョージ・ソ

ロスが出資して設立されたクインシー研究所は、「外交的な関与

と軍事的抑制に立脚した新たな対外政策の提唱」を掲げて発

足し、政策アドヴォカシーの動きも活発化した。クインシー研究所

副代表のスティーヴン・ワートハイムは前述の FA 誌の特集に、

「優越の価格—アメリカが世界を圧倒すべきではない理由」とい

う論考2を寄稿し、在外米軍の撤退と中国、ロシア、イラン、北朝

鮮との対話を提唱している。民主党左派の見方に親和的なワー

トハイムの議論を、ブルッキングス研究所のトーマス・ライトは、

「プログレッシブなリトレンチメント論」と呼んでいる3。 

その後しばらく新型コロナウイルスが世界を駆けめぐり、歴史が

加速するといった議論がひとしきり起こったが、アメリカのグラン

ド・ストラテジー論をめぐる論壇での議論は続いている。直近では、

ハーバード大学ケネディ公共政策大学院教授で、オフショア・バ

ランシング論の提唱者として知られるスティーヴン・ウォルトの著

作 The Hell of Good Intentions: America’s Foreign Policy 

Elite and the Decline of U.S. Primacy (Farrar, Straus and 

Giroux, 2018) について、ジョンズホプキンズ大学高等国際関

係大学院（SAIS）教授でヘンリー・キッシンジャー世界問題研究

所の所長のフランシス・ギャヴィンが、オンラインプラットフォーム

War on the Rocks上で書評”Blame it on the Blob?: How to 

Evaluate American Grand Strategy,”4を出し、それにウォルト

が反論記事” Is the Blob Really Blameless?: How not to 

evaluate American grand strategy”5を出して、少しばかり話題

を呼んでいる。 

アメリカのグランド・ストラテジー論は、しばしば大雑把な議論に

なるが、政権入りする政治任用者らは、研究者による議論も参

考にして大きな絵を描くこともある。その意味で、アメリカのグラン

ド・ストラテジー論は、アメリカの対外関与の基本的なアプローチ

を方向付ける一般的な思考類型をあぶり出すものなので、机上

の空論だとにべもなく切り捨てるのも適切ではない。そこで本稿

では、ウォルトとギャヴィンの小論争から見えてくるアメリカの対外

観に少しばかり光を照らしてみたい。 

＊＊＊＊＊ 

ウォルトの基本的な主張は、①アメリカのグランド・ストラテジー

のあり方と、②アメリカのグランド・ストラテジーの政治過程、という

二本の柱から成り立っている。 

ウォルトによれば、まず冷戦終結以来アメリカが追求してきた

グランド・ストラテジーは、「アメリカの選好と政治的価値に沿って

世界を造り変えるためにアメリカのパワーを行使する野心的な取

り組み」と定義されるリベラル・ヘゲモニー戦略である。それは現

在の世界をみれば破綻したと言わざるを得ず、アメリカはオフショ

ア・バランシング戦略、すなわち前方展開軍を引き揚げ、地域

諸国間の勢力均衡を促進し、アメリカにとって決定的に不利な

地域情勢が出現するまでは軍事介入を控える戦略をとるべきで

あった、というものである（「抑制」（restraint）のグランド・ストラテ

ジーともしばしば呼ばれる）。 

https://warontherocks.com/2020/08/blame-it-on-the-blob-how-to-evaluate-american-grand-strategy/
https://warontherocks.com/2020/08/blame-it-on-the-blob-how-to-evaluate-american-grand-strategy/
https://foreignpolicy.com/2020/09/22/walt-gavin-liberalism-foreign-policy-blob-really-blameless/
https://foreignpolicy.com/2020/09/22/walt-gavin-liberalism-foreign-policy-blob-really-blameless/
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また、ウォルトは、ワシントンの外交・国防エスタブリッシュメント

（Blob という、「ぼんやりとした小さな塊」という意味合いを持つ呼

称が使われる）は、リベラル・ヘゲモニーがアメリカと世界によっ

て真に良いことを信じて疑わず、それを追求することによって自

尊心、権力そして地位を高められる一方、そのコンセンサスから

逸脱すると罰せられるようなシステムの中で活動している、と論

じている。ウォルトは、こうした自らの見方は、陰謀論ではなく、む

しろ C・ライト・ミルズの『パワー・エリート』の系譜に連なる利益団

体政治、官僚政治、軍産複合体に関する政治学の研究や、脅

威を誇張する外交エリートの慢性的な性向に関する歴史研究の

系譜をくむものだと位置づけている。 

ウォルトは、アメリカがいわゆるリアリズムの原則に沿って行動

しないのはなぜか、という問題意識に立って、アメリカはリアリズ

ムに拠って立つオフショア・バランシング戦略をとるべきだという

規範論と、リベラル国際主義を希求する外交エリートの政治・文

化・制度こそがオフショア・バランシング戦略を退けているという

実証論を展開している（ミアシャイマーとの共著『イスラエル・ロビ

ーとアメリカの外交政策』もそうであった）。 

＊＊＊＊＊ 

一方のギャヴィンは歴史家で、もともとドルを基軸通貨とする

金融システムという視点からアメリカの覇権について研究し6、そ

の後アメリカの核戦略の歴史7を研究してきており、冷戦期以来

のアメリカのディープ・エンゲージメントを唱道している。ウォルトと

ギャヴィンの論争は、大雑把な議論なので、やや興ざめするとこ

ろもあるが、大要以下のような諸点について論争している。 

１．リベラル・ヘゲモニー戦略の評価 

ギャヴィン：リベラル・ヘゲモニー戦略は、中東を除いて概

ね各地で成功している。 

 アメリカが、依然として国際政治における最も重要なプレ

イヤーであるという事実は、リベラル・ヘゲモニー戦略がおお

むね妥当だったということの証左である。 

 他国と比べてアメリカがその地位を低下させたとはいえな

い。日本や欧州のような主要国や、トルコ、南アフリカ、ブラジ

ルといった中進国も地位を向上させているわけではない。台

頭した中国は、国内に多くの難題を抱え、その国際環境は好

ましいわけではない。アメリカだけがグランド・ストラテジーで失

敗したとはいえない。 

 アメリカは、中東で大きな失敗を犯したが、欧州とアジア

という、地政学的にみて世界で最も重要な地域において、大

国間戦争は勃発せず、各国が核兵器の取得に走ることもな

く、アメリカは同盟を維持している。 

ウォルト：リベラル・ヘゲモニー戦略は破綻している。 

 問うべきなのは、アメリカが最も重要なプレイヤーかどう

かではなく、自らのパワーを賢明な形で行使し、アメリカに安

全と繁栄をもたらしたかどうかである。中露、イラン、北朝鮮と

敵対するようになり、アメリカの戦略的地位が劣化しつつある

というのが共和・民主両党の主流の見方であり、リベラル・ヘ

ゲモニー戦略が成功していたならば、このような事態は生じ

ていないはず。 

 他国との比較は、グランド・ストラテジーの評価基準として

有効ではない。あえて比較をするのであれば、中国はアメリカ

よりもはるかに力を増し、人々の生活を向上させ、アメリカのよ

うな泥沼の武力介入にはまるのを避けてきた。ロシアですら、

高齢化する人口と弱い経済を抱えるなか、一部の地域で影

響力を拡大させた。アメリカは有利な立場にあったにもかか

わらず、打つ手が悪かった。クリントン政権、G・W・ブッシュ政

権、オバマ政権は、民主主義、人権、開放された市場、自由

主義的価値の普及、アメリカの卓越の保全を追求したが結

局、民主主義は後退し、グローバル化は世界的な不況を引

き起こし、欧米で反動を招いた。ペルシャ湾での二重の封じ

込め（対イラク・対イラン）は、域内での米軍駐留を長引か

せ、ウサマ・ビン・ラディンを 9・11 同時多発テロへと駆り立て

た。北朝鮮は核兵器を保有し、イランは遠心分離機を大幅に

増やした。 

 もし欧州とアジアがそれほど重要なのであれば、なぜ中

東に時間と労力と資金と軍事力を投入する必要があったの

か。欧州ではNATOを東方に拡大したが、バルカン半島やグ

ルジア、ウクライナで紛争が起こり、欧州が安全になったとは

言い難い。アジアでは北朝鮮が核実験を成功させ、中国の
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台頭をアメリカは支援してしまい、対抗連合の形成を余儀なく

されている。欧州やアジアで失策がなかったとは言い難い。 

 

２．オフショア・バランシング戦略の妥当性 

ギャヴィン：アメリカがオフショア・バランシング戦略を採って

いたならば、世界が破滅に向かった可能性がある。 

 オフショア・バランシング戦略が実行され、冷戦終結後の

欧州からアメリカの軍事プレゼンスが消え去っていれば、ロシ

アは中央ヨーロッパの情勢を利用して、武力行使または威嚇

によって領土を拡張しえたかもしれないし、統一ドイツは核兵

器を追求したかもしれない。ポーランド、チェコ、ハンガリーは

ドイツとロシアという二大国の間で板挟みにあっていたかもし

れない。東アジアでオフショア・バランシング戦略が実行され

ていれば、中国が台湾を武力で統一しようとしたかもしれない

し、中国の台頭を怖れる日本が核兵器を追い求めたかもし

れない。朝鮮半島でも戦争も高まっていたかもしれないし、韓

国も核兵器を追求した可能性がある。東アジアの経済成長

を支えた諸条件は、損なわれていた可能性がある。中東に

関しては、他の戦略が採用されていれば、今よりもましな状況

に帰結していたとは断言できない。 

 アメリカは戦間期にオフショア・バランシング戦略を採用し

たが、その時には、欧州でもアジアでも混乱が起こった。やが

て国際経済は崩壊し、経済再建のためのキャパシティも失わ

れ、民主主義国家が弱体化し、権威主義政権が大胆な行

動に出るようになった。 

 結局のところ、オフショア・バランシング戦略は、アメリカが

優越的な地位にあるよりも、他の大国によってバランシングさ

れている状況の方が良いと論じるものであるが、アメリカの政

策担当者や一般市民にそのような戦略の採用を期待するこ

と自体、無理がある。 

ウォルト：オフショア・バランシング戦略をとっていたならば、

アメリカは今よりもはるかに良い状況に置かれていた可能性

がある。 

 1990 年代にアメリカがオフショア・バランシング戦略を採

用していれば、①ロシアとより良い関係を築き、②（中東への

関与を後退させることにより）9・11 同時多発テロ攻撃が発生

した確率を低下させ、③大量破壊兵器拡散のリスクを抑え、

④アメリカのアフガニスタンとイラクへの軍事介入を控え、⑤

アメリカは一層強い立場から中国に向き合うことができた。 

 オフショア・バランシング戦略は、1920 年代や 1930 年

代と同じアプローチをとるべきと論じるものではなく、国連から

脱退すべきであるとか、国防予算を 1920 年代の水準にまで

削減すべき、と主張するものでもない。ほとんどのオフショア・

バランシング論者らは、欧州、アジア、ペルシャ湾地域で覇

権国の出現を阻止する必要が生じれば、同盟国とともに対

抗すべきである、と主張している。 

 オフショア・バランシング戦略は、次のような取り組みを控

えるべきだと論じている。第一に、民主主義や自由主義的価

値を世界に普及させるために、時間とカネ、兵力、政治的正

統性を費やすべきではない。第二に、裕福な国の防衛を肩

代わりすべきではない。第三に、アメリカ国内への打撃や諸

外国の勢力均衡への影響を度外視してグローバル化を推進

すべきではない。オフショア・バランシング論者たちは、これら

の不要な取り組みを控えることによって、台頭する中国や国

内問題に向き合うためのリソースを確保できると考えている。 

＊＊＊＊＊ 

リベラル・ヘゲモニー戦略を推進した「ブロブ」をめぐってギャヴ

ィンは、オフショア・バランシング戦略は絶えず「ブロブ」によって

排除されていると主張するウォルトを批判する。ギャヴィンによれ

ば、ウォルトをはじめとするオフショア・バランシング戦略論者らは、

MIT（バリー・ポーゼン）やシカゴ大学（ジョン・ミアシャイマー）、ノ

ートルダム大学（ユージーン・ゴルツ）、テキサス A&M 大学（クリ

ストファー・レイン）をはじめとする全米有数の大学に在籍しており、

その影響力は大きいと主張する。オフショア・バランシング戦略

を支持するコーク兄弟がこれらの大学に資金援助を行い、ソロス

と協力してクインシー研究所の設立に動いているほか、ブルッキ

ングス研究所や『ポリティコ』、さらには『アトランティック』誌の支

援にも乗り出しており、オフショア・バランシング戦略が論壇から

排除されているとは言い難いとギャヴィンは言う。それにもかか
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わらず、オフショア・バランシング戦略の考え方がワシントンやアメ

リカの一般市民に受け入れられていないのは、オフショア・バラン

シング戦略が受け入れ難い問題を孕んでいるからであるとギャ

ヴィンは主張している。 

これに対してウォルトは、そもそも対外政策コミュニティにおけ

るオフショア・バランシング論者の影響力は大きくないと反駁して

いる。ウォルトは、経済学者ポール・クルーグマンを引き合いに

出して、社会的地位や専門分野での地位と政策への影響力は

比例するわけではないと指摘するほか、そもそもアメリカのグロー

バルなリーダーシップの推進を唱道する団体や個人の方が、そ

の規模と広がりは格段に大きいし、コーク兄弟が提供している資

金よりもはるかに多額の資金援助を受けていると言う。むしろウォ

ルトが問題にしているのは、自らの無謬性を信じる「ブロブ」の文

化と、説明責任の低さである。ウォルトは、リベラル・ヘゲモニー

という戦略的コンセンサスがワシントンに存在していることによって、

失策が何度も繰り返されるような状況が生まれていたのではな

いかという疑念と、失敗した政策の責任者が何の責任も追及さ

れずに野放しにされているという不満を持っている。そして、これ

らの問題に対してギャヴィンは反論していない、とウォルトは指摘

している。そのうえでウォルトは、人間は誰しも過ちを犯すもので

あるので、一定の寛大さが必要であることを認めつつ、真に必要

なのは、「ブロブ」という外交エスタブリッシュメントの全面的な解

体などではなく、多様な視点に寛容で、より高い水準のアカウン

タビリティを果たそうとする外交エリートであると説く。 

＊＊＊＊＊ 

リベラル・ヘゲモニー戦略の是非については、コップが半分満

たされているところをみて肯定的に評価するか、半分空の部分

をみて否定的に評価するかといった類の論争である。他方、オ

フショア・バランシング戦略の妥当性は、双方とも反実仮想の議

論であり、それが仮に採用されていた場合に、うまくいっていたか

失敗していたかは分からない。アメリカのグランド・ストラテジーを

めぐる論争は、このように大雑把なものではあるが、興味深いの

は、この種の論争に再び光が当たるようになったという事実と、こ

うした論争を通じてオフショア・バランシング戦略の前提や命題

が明確化され、それが必ずしも孤立主義と同じものではないこと

が分かるということである。そこで以下、オフショア・バランシング

戦略について注目に値する点を指摘して結びたい。 

第一に、オフショア・バランシング戦略は、アメリカによる全面

的・全方位的な対外関与の縮小やバランシングを主張するもの

ではない。特に中国については、ウォルトやミアシャイマーら代表

的なオフショア・バランシング論者は、いわゆるリアリズムの見地

から対中バランシングの必要性を主張している。オフショア化

（＝駐留米軍を撤退させる）すべき対象地域は、中東、それに

次いで欧州であり、東アジアでもオフショア化すべきかどうかは論

者によって立場が異なる。これは、オフショア・バランシング戦略

が、地域覇権国の出現阻止をアメリカの重要な戦略上の目標と

しているので、地域覇権国が他の地域諸国との間で紛争を起こ

し、もし前者が決定的な優位をつかみそうになる場合には、アメ

リカは当該地域に介入して、自らに有利なバランスを回復すべ

き、という立場をとっているからである（オフショア・バランシング

論者の頭には、第二次世界大戦時の欧州介入のイメージがあ

る）。したがって、オフショア・バランシング戦略は、自らのプレゼ

ンスを引き、できるだけ地域諸国に互いにバランシングさせること

を本旨としているので、同盟国に対して防衛努力の強化を促す

が、それは同盟国の防衛の放棄や同盟の解消を主張するもの

ではない。 

第二に、オフショア・バランシング戦略の眼目は、国際システ

ムにおけるアメリカの相対的なパワーをできるだけ優位に保とうと

するものであるので、国内プログラムへの公共投資の増大と親

和的なグランド・ストラテジーである。したがって、オフショア・バラ

ンシング戦略の処方箋は、内向きに見える。しかし、その場合で

も、第一の点とセットで理解することが肝要であり、純粋な孤立

主義と混同されるべきではない。 

第三に、第二の点とも関連するが、仮にアメリカが前方展開プ

レゼンスを縮小する流れが鮮明になっていくとすれば、過剰反応

する前に、その推進要因がどこにあるのかをよく見極める必要が

ある。前述の通り、オフショア・バランシング戦略は孤立主義とは

一線を画しており、その背景にあるのは、保守的な国際主義で

ある。国際主義にはバリエーションがあり、プログレッシブな国際

主義は、世界の平和と繁栄がアメリカの国益と不可分であると定

義し（人道的介入などを是認する）、保守的な国際主義は、同

盟国の平和と繁栄がアメリカの国益と不可分と定義する考え方

である（勢力均衡を重視する）。（※国際主義の 2 つの類型につ

いては、拙稿をご参照願いたい。8）アメリカのグランド・ストラテジ
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ーには、①アメリカが重要地域の安定化を前方展開という形で

請け負う選択的関与（オンショア・バランシング）と、②平時にお

ける同盟国の防衛は自助努力に委ね、地域諸国が互いにバラ

ンシングしあうべきとするオフショア・バランシングという 2 つの理

念型があるが、これらのグランド・ストラテジーの背景にあるのは、

地域的な勢力均衡を重視する保守的国際主義の考え方であり、

孤立主義ではない。端的に言えば、地域的な勢力均衡を、アメ

リカ自身がその地域に前方展開して担保するのが選択的関与、

地域の同盟諸国に委ねるのがオフショア・バランシングであり、い

ずれも西半球以外の地域のパワーバランスにアメリカの利害を

見出している。 

ただし、選択的関与とオフショア・バランシングとの間には、実

際にはグラデーション上に選択肢が広がっているとみるべきであ

る。かつて冷戦終結直後の選択的関与論者らは、アメリカは欧

州と東アジアで地域的な安全保障競争が発生しないように前方

展開プレゼンスを維持して、オンショアでバランシングすべきとし

ていた。しかし、いまや中東と欧州への関与を縮小し、パワーと

いう観点からインド太平洋で対中バランシングに専念すべきとす

る戦略論が登場しており、これをエルブリッジ・コルビーやウェス・

ミッチェルらトランプ政権の元高官らが提唱している（両名は、マ

ラソン・イニシアティヴ9なる団体を創立して、大国間競争時代の

戦略を提唱している）。つまり、リソースの制約という観点から、選

択的関与の対象地域が絞られるようになった結果、オフショア・

バランシングが処方する対中バランシング論に接近するという現

象が生じている。 

ウォルトは、オフショア・バランシング戦略は「ブロブ」から拒絶

され、対外政策コミュニティのなかでも少数派だと主張している

が、これはおそらく正確な理解である。しかし、新型コロナウイル

スの影響で国内プログラムへの投資を重視する政権が登場す

れば、外交・安保目的に費やせるリソースが制約され、またアメ

リカの有権者が対外関与コストの節減と国内への公共投資を求

め、そうした財政事情や有権者の声を時の大統領が考慮してア

メリカの対外関与を舵取りしていくとすれば、アメリカのグランド・ス

トラテジーは、全方位的なオフショア・バランシングの明示的な

選択という形はとらずに、選択的関与の修正という形で、まずは

中東と欧州でオフショア・バランシングに移行し、東アジアないし

インド太平洋でオンショア・バランシングを維持する方向にスライ

ドしていく可能性があり、それがすでに現実化し始めているとみる

こともできよう。アメリカが中国との戦略的競争に乗り出したことに

より、こうしたグランド・ストラテジーへの移行は、ある意味で既定

路線になりつつあるといえるかもしれない。これは国防省や国務

省の発想と親和的なのではないかと思われる。 

他方、トランプ流の「アメリカ第一」は、アメリカの国益は諸外国

の国益から切り離して確保しうるとみて、同盟国の利益はアメリカ

の利益とは別個に切り離されて存在するとみる感覚のものなの

で、選択的関与やオフショア・バランシングとは区別されるべきで

あろう。それは文字通りの一国主義ないし重商主義に基づく対

外観に根差した考え方であり、東アジアや欧州の勢力均衡に対

して、本来的に無関心である。そしてこの系譜をくむリトレンチメン

ト論は、全方位的なリトレンチメントを導く可能性があるため、同

盟諸国が警戒すべき流れである。 

これからアメリカが中東や欧州で駐留米軍を縮小し、東アジア

でも同盟国による防衛努力の強化を要請したり、戦力態勢の調

整が行われたりするだろう。重要なのはその際に、そうしたアメリ

カの動きが、保守的国際主義の選択的関与の修正ないしオフ

ショア・バランシングの発想に根差しているのか、それともトランプ

流の一国主義的発想に牽引されているのか、あるいはその両者

に由来しているのかをよく見極めることだ。つまり、アメリカによるリ

トレンチメントが進行したからといって、それをもってワシントンが突

如として一国主義や孤立主義に変転したと早合点すべきではな

い。戦略的なソルベンシーの要請（目標とリソースを釣り合わせ

る要請）の下における対中バランシング、ないし部分的な対中オ

フショア・バランシングの論理が背後にあるかどうかを冷静に見

極めなければならない。 

リトレンチメントという外形的な行動が重なっている場合でも、

その背後にある論理と、そのボトムラインがどこにあるのかを見誤

ると、不要に猜疑心を強めたり、過剰反応やパニックに陥りかね

ない。アメリカの対外政策過程におけるアクターの多元性が引き

起こすシグナリングの錯覚に陥らないためには、丁寧な観測が

不可欠となろう。 

（了） 
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